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　アメリカ合衆国では、アメリカ公法(1978年)による発
達障害の定義が発表され、日本においては、精神遅滞と
言う文言が2000年以降知的障害と言う文言に改称され
た。レオ・カナーや同時期のハンスアスペルガーによって
提唱された自閉症の理論や、イギリスの児童精神科医ロ
ーナ・ウィングが自閉症（自閉傾向）の中核症状として定
義した『ウィングの3つ組』の特徴を持っている広汎性発
達障害という理論が登場した。
　日本では20 05年に発達障害者支援法が制定され、
この中で支援の対象者は、低年齢で発現する、自閉症、
アスペルガー症候群などの広汎性発達障害、LD、
ADHD等の脳機能の障害が認められるもの、と定めて
いる。さらに、2007年からは、学校において特殊教育は、
特別支援教育と名称を変え、通常学級に在籍する発達
障害児に対して支援を行うという体制が作られた。開始
初年度に東京都板橋区での検討結果を聞かされたが、
何らかの特別支援対象児は板橋区の小中学校で約180
名という数字に驚かされた。
　また、母子保健法で規定された乳幼児健診といえば３
歳児健診までである。その後は保育園や幼稚園で多くの
子どもたちは過ごし、就学時健診まで健診というものは
特になく、就学までに対応すべき子ども達のチャンスを
逃すという結果になりかねず。5歳児健診はぜひとも必要
であると考えられた。
　一方、厚労省は2006年度に「軽度発達障害児に対する
気づきと支援のマニュアル」という研究を発表した。その
中では、鳥取大学の小枝達也先生が５歳児健診の成果
を発表しており。その小枝先生が提唱された方式を全面
的に使わせていただき、当時の東京都医師会次世代育成
支援委員会は2008年から検討を重ね、5歳児健診-東京
方式-を作成した。板橋区医師会はその-東京方式-採用し
5歳児健診（板橋区では5歳児発達診療と改名）を開始し
た。開始に当たっては診療に協力いただける医師会員を
募り事前に講習会を開催するとともにツールを配布し各
医療機関で個別の健診（診療）を開始した。
　今回のシンポジウムでは我々の5歳児健診の実際と現
状また、その成果の一部、さらには昨年こども家庭庁が
公開した乳幼児健診の今後の在り方について当区での
方針や実施方法が判明していれば言及したい。
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米子市における５歳児健診の
成果と課題
日浦　香織 ・ 小林　　悠
米子市こども総本部 こども相談課 

1.はじめに
　鳥取県では平成19年度より全ての市町村で5歳児健診
等が実施されてきた。米子市は人口14.5万人、出生数は約
1,200人の規模である。法定健診であっても医師の確保に
限界があるため、5歳児健診では独自の方法で悉皆に近
い健診を目指してきた。平成30年度から質問票によるスク
リーニング方式にて抽出した事例のみ医師が診察する体
制になったが、その後も毎年より良い方法を求めながら米
子市独自の健診体制で行ってきた。今回はその直近の内
容を報告する。
2.対象・方法
　対象は令和5年度米子市在住の年中児。
　方法は①一次健診：保護者へ質問票(StrengthStrength 
and Difficulties Questionnaire、以下SDQ)を郵送。保護
者の回答から問題行動と向社会行動を3段階で評価。結
果を全保護者に郵送で通知。②5歳児相談会：一次健診
の結果、課題がみられ保護者が相談会を希望する場合、
心理士や発達支援員等による相談を実施。場合により追
跡観察(巡回相談)、就学相談。③二次健診：一次健診の
結果、課題が見られ保護者が医師の診察を希望する場合
実施。通園施設の質問票(SDQを含む)や診察同席を依頼、
診察結果により精密検査紹介、追跡観察、就学相談。
3.結果
　令和5年度は対象児数1253名のうち1166名回答(回答
率は93 . 1%)。一次健診で課題が見られたのは30 0名
(25.7%)、うち保護者の相談希望は121名(10.4%)。相談会
は83名、二次健診は37名(相談会と重複含む)が受診した。
精密検査紹介は17名(結果はADHD、ASD、DCD、MR
等)、追跡観察は26名(相談会12名、二次健診14名)、教育
委員会指導主事による就学相談は7名(相談会5名、二次
健診2名)であった。SDQで課題がない場合でも通園施設
の勧めで相談会を受け、二次健診や巡回相談につながる
ケースもあった。
4.考察
　令和5年度の対象児1253名中、二次健診受診者は37名、
うち精密検査紹介17名の多くに発達障害の診断が初めて
付けられた。また生活のしづらさに課題をもつ幼児が多く
見つかり、小学校就学に向けて5歳児健診は有意義なもの
と考えられた。一次健診未回答の家庭や相談希望のない
家庭は通園施設での実態把握等、様々な機会を生かし適
切な支援につないでいくことが今後の検討課題である。
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誰一人取り残されない学びの保障に
向けた不登校対策の推進
仲村　健二
文部科学省初等中等教育局　児童生徒課　生徒指導室長

　令和3年度の「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関する調査」において、小・中・高等学
校における不登校児童生徒が約30万人と過去最多とな
り、令和4年度には約36万人に増加し過去最多を更新す
るなど、不登校は教育分野における喫緊の課題です。こ
れに対し文部科学省では昨年３月に「誰一人取り残され
ない学びの保障に向けた不登校対策（COCOLOプラ
ン）」を取りまとめ、①不登校の児童生徒全ての学びを
確保し、学びたいと思った時に学べる環境を整えること
②心の小さなSOSを見逃さず、「チーム学校」で支援す
ること③学校の風土の「見える化」を通して学校を「み
んなが安心して学べる」場所にすることの３つの柱に基
づいた対策を進めていることに加え、昨年10月には総理
から不登校等の緊急対策を取りまとめ、経済対策にも盛
り込むよう指示があったことを受け、「不登校・いじめ緊
急対策パッケージ」を策定しCOCOLOプランの前倒しを
進めています。
　本シンポジウムでは不登校の現状や関連する法令等に
ついて説明したのち、上述したCOCOLOプランや不登
校・いじめ緊急対策パッケージに基づく不登校対策全般
について、事例とともに解説していきます。事例の中では、
文部科学省が公開している「スクールソーシャルワーカ
ー活動事業実践活動事例集」におけるスクールソーシャ
ルワーカーと小児科医との連携による不登校状態の改善
にも言及します。
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不登校児童生徒に対するICTを活用した
支援に関する調査の報告
小島　令嗣
山梨大学　社会医学講座

　令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導
上の諸課題に関する調査によると、小・中学校の不登校
児童生徒数は約30万人と過去最多を更新し、その全体
に占める割合は3.2％であった。2019年末に開始された
文部科学省の取り組みであるGIGA (Global and Innovation 
Gateway for All)スクール構想は、児童生徒に一人一台
の端末と高速ネットワークをそれぞれ2023年度、2020年
度までに整備する計画であった。2020年に本格化した
新型コロナ禍による全国一斉休校に伴う遠隔教育の必要
性の高まりにより、GIGAスクール構想は前倒しされ、学校
におけるInformation and Communication Technology 
（ICT）環境は劇的に整備が進んできた。不登校の児童
生徒に対するICTを活用した支援に関して、文部科学省
の作成した遠隔教育システム活用ガイドブック第3版
（2021年）では、不登校の児童生徒を支援する遠隔教育
の実証地域における実践例が提示されている。しかしな
がら、不登校の児童生徒に対するICTを活用した支援つ
いての現状や課題の報告は限られている。日本小児保健
協会 若手による小児保健検討委員会（若手委員会）は、
第68回学術集会でシンポジウム「コロナ禍における ICT 
を活用した先進的な取り組み」を実施した後、対象を
「不登校の児童生徒」に絞り、有志の委員により不登校
の児童生徒へのICT活用に関して、定期的に継続したデ
ィスカッションを重ねてきた。そして不登校の児童生徒
へのICT活用した支援の現状と課題を探索することを目
的に、ICTを活用した不登校支援の経験のある小・中学
校の教職員を対象に、若手委員会の活動として「不登校
児童生徒に対するICTを活用した支援に関する調査」を
行った。調査は全国の公立小・中学校11校から18人の教
職員（教員、養護教員、支援員）に対し、2023年8月～11
月に半構造化面接法でインタビューを実施した。本講演
ではインタビュー調査の内容分析の結果を提示する。
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か ～ICTを活用した支援と医療連携のあり方
森藤香奈子
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